
令和６年度（2024年度）地域医療介護総合確保基金の活用について 

 

医療法人真心会南草津野村病院 

 

１ 活用予定の補助金名  病床削減事業費補助金 

 

２ 事業の概要 

  現許可病床数：28床  変更後病床数：25床 

  一般病床のうち 5床を主に産後ケアの家族入院対応の部屋 2床へ変更 

  上記変更を行った場合の分娩可能数についても、昨今の出生数減少から 

  分娩困難な妊婦さんの発生は生じないと考える 

   

３ 現状と課題 

  滋賀県 2022年出生率：対 2017年 15.8%減 対 2002年 30.0%減 

草津市 2022年出生率：対 2017年 11.5%減 対 2002年 11.7%減 

滋賀県は 2023年出生率（人口千人あたりの出生数）では全国 3位の県である。湖南圏

域の各市町は出生数減少の状況ではあるものの、減少率は低く収まっている。しかし

ながら、産後の不安定な心の状態やワンオペレーションを自身で解消出来ない母親が

増加してきている状況がある。 

 

４ 事業の目的と期待される効果 

  産後ケアの部屋を家族入院可能な空間にすることにより、家族と一緒にいられる安心感と育児

に対する心の安定を期待することが出来る。 

 

この 10 年来、産科的危機的出血による母体死亡より産後うつによる自死が多いという状態を

受け止め、産後ケア事業が国の指導もあり全国で盛んに行われるようになっています。滋賀県で

も県が中心となり産後ケア検討会、妊産婦メンタルヘルスケア研修会など数年前から充実した活

動が行われています。それにより県下でも産後ケアを利用される患者さんも増えてきています。 

また、より利用しやすいように市町からの助成金も出始めています。今後さらに産後ケア事業、

特にショートステイを利用されるケースも増えて来ることが予想されます。その場合、一緒に子育

てをするパートナーや実母等と家族で入院して行う指導がより効果的なものになります。 

そこで、感染の問題もあり、5 床の相室を家族入院の可能な個室 2 床に病床削減し、産後ケア

の充実を図りたいと考えました。この 5床に関しては、分娩入院の患者さんに使用していたもので

はなく婦人科患者の受け入れのためのもので、分娩可能数には影響しないと考えます。また、資

料のごとく近年分娩数も減少しております。 

滋賀県の周産期医療は、周産期死亡率などにおいては全国にも誇れるものです。しかし産後の

自死を防ぐための産後ケア事業はまだまだ完全なものとは言えません。その充実を図るのが今後

の課題と考えます。 
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